
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　

多芯フラットケーブル用コネクタ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は多芯フラットケーブル用コネクタに関するもので、特に各導体間隔の狭い小型多
芯フラットケーブルに適したコネクタに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、多芯フラットケーブルの平型導体と接続端子とは、接続端子に立設したクリンプ片
を平型導体に突き刺し、または、平型導体を一定長さ露出させて、該露出平型導体に接続
端子を加締付けて接続し、接続端子をハウジング内に収納してコネクタとしている。
【０００３】
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クリンプ片を有する接続端子を、多数の導体を平行に配置し該導体を絶縁体で被覆して
なる多芯フラットケーブルの前記各導体に接続してそれぞれ接続部を形成してなる多芯フ
ラットケーブルを収納する多芯フラットケーブル用コネクタにおいて、前記コネクタはヒ
ンジ結合により一体に連結されたハウジング本体と蓋体とからなり、前記ハウジング本体
と蓋体とを結合することにより、前記ハウジング本体に設けたクリンプ片隔離用本体側隔
壁と前記蓋体に設けたクリンプ片隔離用蓋側隔壁とで多芯フラットケーブルの各導体間の
絶縁体部分を挟み、前記それぞれの接続部を隔離する



【発明が解決しようとする課題】
　近年、高密度電気回路用多芯フラットケーブ えば、その導 幅ｗ＝１．２～
２．０ｍｍ、導 ピッチｐ＝２．５ｍｍ、導 間隔ｇ＝１．０ｍｍと非常に小型で導
体間隔の狭い多芯フラットケーブル１が用いられるようになってきている。しかし、この
ように導体の間隔が狭くなってきているにも係わらずコネクタについては従来のままのハ
ウジングを使用している。
【０００４】
即ち、従来のハウジングは多芯フラットケーブルに接続の接続端子は端子間の絶縁を確保
するために隔壁により独立した接続端子室に収納されるようになっているが、接続端子に
続く端子とフラットケーブル導体との接続部までは隔壁が延びていず、従って、多芯フラ
ットケーブルの各端子と導体との接続部、即ち導体露出部は近接した状態のままでハウジ
ング内に納められている。
【０００５】
このような従来のコネクタハウジングは、通常の使用環境で使用するには何等の支障もな
いが、湿度が多く、気温変動の激しいような環境で使用すると、接続端子と多芯フラット
ケーブル導体との接続部（導体露出部）、或いはフラットケーブル導体露出部に結露が生
じ、露の大きさによっては導体間隔が狭いために隣接する導体間をリークし、リーク電流
が発生する。リーク電流が流れると、該フラットケーブルに接続の機器に誤動作が生じ、
また、リーク電流が流れ続けると導体および端子に使用されている銅が針状に成長する所
謂ウイスカー現象により、隣接する導体同士が接触しショートに至る危険性があった。
この危険な現象は水が掛かるような場所でのコネクタの使用によっても発生することが考
えられる。
【０００６】
本発明は上記の点に鑑みなされたもので、結露や水の浸入に起因する導体間リーク電流の
発生を有効に防止した多芯フラットケーブル用コネクタを提供することにある。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、

多芯フラットケーブル用
コネクタである。
【０００８】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態を図面により説明する。図１は本発明の第１の実施形態を示す
分解斜視図、図２は蓋体の一部を切除した状態を示す平面説明図、図３は図 1のＡ－Ａ線
断面拡大図、図４は図 1のＢ－Ｂ線断面拡大図、図 5は本発明の第２の実施形態を示す断面
図、図６は多芯フラットケーブルの形状を示す説明図、図７はリーク電流の発生状況を示
す説明図である。
【０００９】
図１乃至図４において、１は多芯フラットケーブルで、該多芯フラットケーブル１は平行
する複数の平型導体２を絶縁フィルム３で被覆して構成されている。５は接続端子で、図
示する接続端子５は雌接触子６と、該接触子６の基部に形成したクリンプ片７とから構成
されている。この接続端子５とフラットケーブル１との接続部９はフラットケーブル１の
先端部の導体２にクリンプ片７を突き刺し加締付けて両者を電気的に導通接続している。
【００１０】
１１は絶縁樹脂からなるハウジングで、該ハウジング１１はハウジング本体１２と蓋体１
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ルは、例 体の
体間 体の

クリンプ片を有する接続端子を、多数の導体を平行に配置し該導体を絶縁体
で被覆してなる多芯フラットケーブルの前記各導体に接続してそれぞれ接続部を形成して
なる多芯フラットケーブルを収納する多芯フラットケーブル用コネクタにおいて、前記コ
ネクタはヒンジ結合により一体に連結されたハウジング本体と蓋体とからなり、前記ハウ
ジング本体と蓋体とを結合することにより、前記ハウジング本体に設けたクリンプ片隔離
用本体側隔壁と前記蓋体に設けたクリンプ片隔離用蓋側隔壁とで多芯フラットケーブルの
各導体間の絶縁体部分を挟み、前記それぞれの接続部を隔離する



３とからなり、両者は開閉自在に連結部１４でヒンジ結合されている。　１５はハウジン
グ本体１２の底面に平行に列設された接続端子５の収納室で、図示するように端子隔離用
隔壁１６で各接続端子５が独立して収納されるように区切られている。１７は前記隔壁１
６の基部端に連続して設けた隔壁１６より高さの低いクリンプ片隔離用本体側隔壁で、後
述する蓋体１３に設けたクリンプ片隔離用蓋側隔壁１８と重なるように形成されている。
【００１１】
２１は蓋体１３の内部上壁面に前記端子隔離用隔壁１６と直交し、前記隔壁１６基部端か
ら一段低くなるクリンプ片隔離用本体側隔壁１７との段部１９と重ね合わされる位置に立
設の幅方向隔壁、１８は多芯フラットケーブル１の隣接する平型導体２、２間を絶縁する
絶縁フィルム３に当接する複数条のクリンプ片隔離用蓋側隔壁で、該隔壁１８は前記幅方
向隔壁２１と直交し、隔壁２１と一体に形成されている。
【００１２】
多芯フラットケーブル１に接続の複数本の接続端子５と、フラットケーブル１と端子５と
の接続部９をハウジング１１内に収納するには、ハウジング１１を構成するハウジング本
体１２に設けた端子収納室１５に接続端子５の接触子６を収納し、フラットケーブル１の
先端を段部１９に位置させ、フラットケーブル１の各導体２、２間の絶縁部分がクリンプ
片隔離用本体側隔壁１７の上に位置するようにセットして、ハウジング本体１２と開閉自
在にヒンジ結合した蓋体１３を閉じ、該蓋体１３に設けた係止突起４をハウジング本体１
２に設けた係止溝８に嵌合係止させて収納する。
【００１３】
このようにしてハウジング本体１２に蓋体１３を組み付けると、接続端子５は端子隔離用
隔壁１６で仕切られた各端子収納室１５に各々隔離されて収納され、クリンプ片７で電気
的に接続された端子５とフラットケーブル導体２との接続部９はハウジング本体１２に設
けたクリンプ片隔離用本体側隔壁１７と蓋体１３に設けたクリンプ片隔離用蓋側隔壁１８
とにより隣の接続部９と隔離される。隔壁１７と１８とを重ね合わせたときの隙間を、両
隔壁１７、１８間に挟着するフラットケーブル１の厚さに略等しく設定することにより、
接続部９間の隔離はより一層確実なものとなる。
また、蓋体１３に設けた幅方向隔壁２１はハウジング本体１２に形成された段部１９に重
なり、該隔壁２１により端子収納室１５を独立させ、該端子収納室１５に収納された接続
端子５はフラットケーブル１を引っ張っても端子５は隔壁２１に阻止されて収納室１５か
ら抜けないようになっている。
【００１４】
本発明のコネクタは上述した実施形態で明らかなように、ハウジング１１内に収納された
フラットケーブル１先端部のクリンプ片７は各隣接するクリンプ片７と隔壁１６、１７、
２１で完全に隔離されているので例えクリンプ片７やその近傍に結露が発生しても、該露
によりクリンプ片７、７相互がリークするようなことはなく、結露に起因するリーク電流
の発生は有効に防止される。
【００１５】
図７は、本発明における多芯フラットケーブル用コネクタと、従来構造の多芯フラットケ
ーブル用コネクタにおける最大リーク電流変化を示したものである。
試験１の測定条件はコネクタを温度０℃で１０分間放置し、その後温度８０℃で湿度９５
％の雰囲気中に３０分放置し、次いで温度０℃で１０分間放置する状況に戻すサイクルと
し、導体に電圧１４Ｖを印加した。
【００１６】
図７は各サイクルの最大リーク電流変化を測定した結果を示したものである。
図７から明らかなように従来構造の多芯フラットケーブル用コネクタは結果をＡで示すよ
うに１０サイクル程度で導体間にこの種コネクタとしての限界リーク電流値とされている
３ｍＶをはるかに超える高いリーク電流が発生したが、本発明の多芯フラットケーブル用
コネクタでは結果をＣで示すように５０サイクルを越えても導体間のリーク電流の発生は
みられなかった。
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【００１７】
次いで、試験２としてコネクタを水に１０秒間浸し、４０分間自然乾燥させる状態を１サ
イクルとして、印加電圧１４Ｖで各サイクルの最大リーク電流を測定した結果、従来構造
の多芯フラットケーブル用コネクタにおいては結果をＢで示すように２０サイクルで導体
間に限界リーク電流値とされている３ｍＶを超える高いリーク電流が発生した。これに対
し本発明の多芯フラットケーブル用コネクタにおいては結果をＤで示すように導体間のリ
ーク電流の発生はみられなかった。
【００１８】
上記結果から明らかなように、従来構造の多芯フラットケーブル用コネクタでは導体間で
コネクタとしての限界リーク電流値とされている３ｍＶをはるかに超えるリーク電流が発
生し、所謂ウイスカー現象によりクリンプ片間や接続端子間で短絡事故を起こすおそれが
あるが、本発明の多芯フラットケーブル用コネクタでは、上述した過酷な実験環境下にお
いてもリーク電流の発生は確実に防止される。
【００１９】
図５は本発明の第２の実施形態を示す要部拡大縦断面で、この実施の形態においては、蓋
体１３に設けた幅方向隔壁２１を下方にさらに垂下させ、該隔壁２１を接触子６と多芯フ
ラットケーブル１との間に生じる段差Ｄに食い込ませるように構成したもので、このよう
に構成することにより、端子５とフラットケーブル１との動きが分離され、接続端子５の
ハウジング１１内での動きを拠り一層規制することができる。
【００２０】
さらに、多芯フラットケーブル１と当接する各隔壁の当接面にグリス、または、粘性液状
の絶縁物を塗布することで、フラットケーブルと各隔壁との間に多少の浮きやずれが生じ
ても導体間のリーク電流の発生を極めて有効に防止し得る。
【００２１】
【発明の効果】
本発明によれば上述したように、高温多湿の環境下であっても、導体間のリーク電流の発
生は有効に防止され、リーク電流に起因する機器等の誤動作、ウイスカー現象の発生によ
る短絡事故を防止することができ、信頼性の高い高密度電気回路に使用可能なコネクタと
して有効な多芯フラットケーブル用コネクタを提供し得る優れた利点がある。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施形態を示す斜視図
【図２】本発明の第１の実施形態を示す平面説明図
【図３】本発明の第１の実施形態を示す要部拡大縦断面図
【図４】本発明の第２の実施形態を示す要部拡大縦断面図
【図５】本発明の第３の実施形態を示す要部拡大縦断面図
【図６】多芯フラットケーブルの形状を示す説明図
【図７】リーク電流の試験結果を示す説明図
【符号の説明】
１　　　　　　多芯フラットケーブル
２　　　　　　フラットケーブル導体
３　　　　　　絶縁フィルム
５　　　　　　接続端子
７　　　　　　クリンプ片
１１　　　　　　ハウジング
１２　　　　　　ハウジング本体
１３　　　　　　蓋体
１５　　　　　　端子収納室
１６　　　　　　端子隔離用隔壁
１７　　　　　　クリンプ片隔離用本体側隔壁
１８　　　　　　クリンプ片隔離用蓋側隔壁
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２１　　　　　　幅方向隔壁

【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

(5) JP 3725439 B2 2005.12.14



【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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